
県
内
市
町
村
に
お
け
る

行
政
情
報
化
の
推
進
状
況
に
つ
い
て

山
梨
県
総
務
部
市
町
村
課

電子自治体コーナー

　

総
務
省
で
は
、全
国
の
地
方
公
共

団
体
を
対
象
に「
地
方
公
共
団
体
に

お
け
る
行
政
情
報
化
の
推
進
状
況
調

査
」を
毎
年
実
施
し
て
い
ま
す
。こ
の

調
査
は
、地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

行
政
情
報
化
施
策
等
の
取
り
組
み
を

支
援
す
る
際
の
参
考
と
す
る
た
め
実

施
し
て
お
り
、調
査
結
果
は「
地
方
自

治
情
報
管
理
概
要
」と
し
て
取
り
ま

と
め
ら
れ
公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。平
成

23
年
度
の
調
査
結
果
が
平
成
24
年
3

月
に
総
務
省
か
ら
公
表
さ
れ
ま
し
た

が
、そ
の
内
、県
内
の
市
町
村
の
状
況

は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
な
お
、本
調
査
内
容
は
多
岐
に
わ
た

る
た
め
、誌
面
の
都
合
上
、主
な
も
の

を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
て
掲
載
し
ま
す
。

　

C
I
O
（
情
報
統
括
責
任
者
）の

任
命
率
は
、全
国
市
区
町
村
は
77
・

7
％
に
対
し
て
、県
内
市
町
村
は
88
・

9
%
（
27
団
体
中
24
団
体
）と
全
国
の

任
命
率
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。︵
表
1
︶

ま
た
、電
子
自
治
体
推
進
計
画
等
を

策
定
し
て
い
る
団
体
は
10
団
体（
37
・

0
%
）で
あ
り
、そ
の
う
ち
3
団
体
が

定
期
的
に
見
直
し
を
行
っ
て
い
ま
す
。

︵
表
2
︶電
子
自
治
体
推
進
計
画
等
の

策
定
状
況
は
、全
国
44
・
4
%
に
比
べ

る
と
低
い
割
合
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

G
I
S
と
は
文
字
や
数
字
、画
像

な
ど
を
地
図
と
結
び
つ
け
て
、コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
上
に
再
現
し
、位
置
や
場
所

か
ら
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
統
合
し
た

り
、分
析
し
た
り
、分
か
り
や
す
く
地

図
表
現
し
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
シ

ス
テ
ム
で
す
。県
内
で
は
24
団
体
が
導

入
し
て
お
り
、1
団
体
が
整
備
中
と

な
っ
て
い
ま
す
。導
入
し
て
い
る
団
体

の
う
ち
10
団
体
に
つ
い
て
は
複
数
の
部

局
が
、そ
れ
ぞ
れ
利
用
す
る
デ
ー
タ
を

共
有
で
き
る
統
合
型
G
I
S
を
導
入

し
て
い
ま
す
。︵
表
3
︶

　

統
合
型
G
I
S
を
利
用
し
て
い
る

業
務
は
、10
団
体
中
、道
路
が
9
団

体（
90
・
0
%
）、固
定
資
産
税
、都

市
計
画
、下
水
道
が
そ
れ
ぞ
れ
7
団
体

（
70
・
0
%
）と
な
っ
て
お
り
、全
国

的
に
も
同
様
の
業
務
で
利
用
さ
れ
て

い
ま
す
。そ
の
他
と
し
て
は
、農
林
政

や
消
防
防
災
な
ど
で
多
く
利
用
さ
れ

て
い
ま
す
が
、建
築
に
つ
い
て
は
全
国

37
・
0
%
に
対
し
、県
内
60
・
0
%
と

な
っ
て
お
り
、全
国
に
比
べ
て
高
い
割

合
で
利
用
し
て
い
ま
す
。︵
表
4
︶

　

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と

は
、様
々
な
シ
ス
テ
ム
間
の
連
携
を
可

能
に
す
る
た
め
に
定
め
た
、各
シ
ス
テ

Ⅰ 

は
じ
め
に

Ⅱ  

電
子
自
治
体
の
推
進
体
制

の
整
備

Ⅳ  

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

の
活
用

Ⅲ  

地
理
情
報
シ
ス
テ
ム 

︵
Ｇ
Ｉ
Ｓ
︶の
整
備
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県内市町村 全国市区町村
任命している 24(88.9%) 1,350(77.7%)
任命していない 3 (11.1%) 387 (22.3%)

県内市町村 全国市区町村

統合型ＧＩＳまたは個別
型ＧＩＳ導入団体 24(88.9%) 1,388(79.9%)

統合型ＧＩＳ導入団体 10(37.0%) 651(37.5%)

県内市町村 全国市区町村

電子自治体推進計画
等を策定している  10(37.0%) 772(44.4%)

電子自治体推進計画
等を住民・企業等に対
して公表している

 4(14.8%) 497(28.6%)

電子自治体推進計画等
の実施状況について事
後評価を実施している

 1(  3.7%) 245（14.1%)

電子自治体推進計画
等を定期的に見直して
いる

 3 （11.1%) 410（23.6%)

表１　ＣＩＯ（情報統括責任者）の任命

表３　地理情報システム（ＧＩＳ）の推進状況

表２　電子自治体推進計画等の策定状況



ム
の
基
準
の
こ
と
で
す
が
、シ
ス
テ
ム

に
共
通
の
基
準
を
用
い
る
こ
と
か
ら
、

他
自
治
体
と
の
共
同
化
や
調
達
コ
ス

ト
の
削
減
な
ど
が
期
待
さ
れ
て
い
ま

す
。地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を

取
り
入
れ
た
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築
に

取
り
組
ん
で
い
る
の
は
3
団
体（
11
・

1
%
）、取
り
組
む
予
定
で
あ
る
が
、

ま
だ
取
り
組
ん
で
い
な
い
の
は
2
団
体

（
7
・
4
%
）と
な
っ
て
お
り
、多
く

の
団
体
は
今
後
検
討
と
し
て
い
ま
す
。

︵
表
5
︶取
り
組
み
の
障
害
と
な
っ
て
い

る
の
は
、「
財
政
状
況
が
厳
し
い
」が

12
団
体（
54
・
5
%
）、「
内
容
を
理

解
し
て
い
な
い
の
で
判
断
不
可
」、「
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
今
後
の
普
及
に
不

安
」が
と
も
に
10
団
体（
45
・
5
%
）

で
多
数
を
占
め
て
い
ま
す
。︵
表
6
︶

な
お
、全
国
に
お
い
て
も
取
り
組
ん
で

い
る
の
は
、19
・
4
%
と
低
い
水
準

と
な
っ
て
お
り
、地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
活
用
に
つ
い
て
は
、今
後
の

取
り
組
み
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
管
理
者
や
責

任
者
、担
当
者
を
任
命
し
て
い
る
の

は
25
団
体（
92
・
6
%
）と
な
っ
て
い

ま
す
。情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ
ー

は
全
団
体
で
策
定
し
て
お
り
、情
報

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ
ー
や
情
報
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
見
直
し
は
15
団
体

（
55
・
6
%
）が
実
施
し
て
い
ま
す
。

一
方
で
、情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る

業
務
継
続
計
画（
B
C
P
）を
策
定
し

て
い
る
の
は
1
団
体（
3
・
7
%
）に

と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。︵
表
7
︶

　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
つ
い
て

は
、昨
今
情
報
漏
洩
事
件
な
ど
新
聞

紙
上
を
に
ぎ
わ
す
事
例
も
発
生
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、今
後
さ
ら
な
る
充
実

が
求
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

本
調
査
に
関
連
し
て
、総
務
省
で

は
、現
在
、「
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
推
進

本
部
」が
設
置
さ
れ
、ク
ラ
ウ
ド
コ
ン

ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
技
術
の
活
用
に
よ
る

行
政
コ
ス
ト
の
削
減
や
住
民
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
な
ど
を
図
る
た
め
の
取
り
組

み
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利

用
等
に
関
す
る
法
律
案
、い
わ
ゆ
る
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
法
案
は
、第
1
8
1
回
通

常
国
会
に
お
い
て
、審
議
未
了
に
よ
り

廃
案
と
な
り
ま
し
た
が
、内
閣
府
及

び
総
務
省
は
再
提
出
の
意
向
を
示
し

て
お
り
、地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
行

政
情
報
化
の
推
進
に
よ
る一層
の
業
務

の
効
率
化
と
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

が
求
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

本
調
査
で
は
、今
回
紹
介
し
た
項

目
以
外
に
、「
行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ

イ
ン
化
」や「
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
情

報
提
供
」な
ど
に
関
す
る
調
査
も
実

施
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

調
査
の
詳
細
な
内
容
や
個
別
の
市

町
村
の
回
答
状
況
は
、総
務
省
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、そ
ち
ら
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

︵http://w
w

w
.soum

u.go.jp/
 denshijiti/060213_02.htm

l

︶

Ⅴ  

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

等
の
実
施
状
況

Ⅵ 

お
わ
り
に
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県内市町村 全国市区町村
すでにシステム再構築
に取り組んでいる 3(11.1%) 337(19.4%)
取り組む予定だが、まだ取り
組んでいない（取組未着手） 2(7.4%) 37(2.1%)

取り組む方向で検討中 0(0.0%) 96(5.5%)
検討中（方向未定） 6(22.2%) 265(15.3%)
今後検討する 11(40.7%) 763(43.9%)
検討しない 4 (14.8%) 209(12.0%)
検討した結果、取り組まない 1(3.7%) 30(1.7%)

県内市町村 全国市区町村
効果に疑問 2(9.1%) 97(7.7%)
財政状況が厳しい 12(54.5%) 704(55.6%)
システムの再構築やその取組
を進めるための人材が不足 8(36.4%) 604(47.7%)

すでに地域情報プラットフォー
ム標準仕様に準拠したシステ
ム以外で再構築を行っている

2(9.1%) 181(14.3%)

地域情報プラットフォー
ムの今後の普及に不安 10(45.5%) 341(26.9%)

地域情報プラットフォーム
について内容を理解して
いないので判断できない

10(45.5%) 389(30.7%)

その他 0(0.0%) 22(1.7%)

県内市町村 全国市区町村

情報セキュリティの管理者や責
任者、担当者を任命している 25(92.6%) 1,625(93.6%)

情報セキュリティポリシーを策
定している 27（100.0%) 1,694(97.5%)

情報セキュリティポリシーや情
報セキュリティ対策の見直しを
実施

15(55.6%) 761(43.8%)

情報システムに関する業務継
続計画（ＢＣＰ）を策定している 1 (3.7%) 113(6.5%)

表４　統合型ＧＩＳの利用状況表5   「地域情報プラットフォーム標準仕様」を活用した
　　 システム再構築への取組状況

表６　「地域情報プラットフォーム」を活用したシステム
　　 の再構築の妨げとなっている原因

表７　情報セキュリティ対策等の実施状況

県内市町村
（１０団体） 全国市区町村

固定資産税 7(70.0%) 428(65.7%)

住 民 登 録 2(20.0%) 108(16.6%)

管 財 4(40.0%) 247(37.9%)

地 籍 6(60.0%) 309(47.5%)

消 防 防 災 6(60.0%) 362(55.6%)

環 境 3(30.0%) 211(32.4%)

医療・福祉 3(30.0%) 230(35.3%)

清 掃 2(20.0%) 138(21.2%)

農 林 政 6(60.0%) 361(55.5%)

商工・観光 3(30.0%) 174(26.7%)

教 育 4(40.0%) 204(31.3%)

都 市 計 画 7(70.0%) 369(56.7%)

建 築 6(60.0%) 241(37.0%)

道 路 9(90.0%) 400(61.4%)

河 川 3(30.0%) 191(29.3%)

上 水 道 6(60.0%) 278(42.7%)

下 水 道 7(70.0%) 334(51.3%)

警 察 0  （0.0%) 7  (1.1%)

そ の 他 1(10.0%) 98(15.1%)



38やまなし 38



39 やまなし39



公益財団法人 山梨県市町村振興協会 〒400-8587 甲府市蓬沢1-15-35 山梨県自治会館内
TEL.055-237-3153　FAX.055-237-5788

URL http://www.ympa.or.jp/
E-mail yamanashi@ympa.or.jp

（
1
） 配
分
基
準

　

 

均
等
割
配
分
40
％
、人
口
割
配
分
60
％

（
2
） 交
付
対
象
事
業

　

 

　

地
方
財
政
法
第
32
条
に
規
定
す
る

事
業
で
市
町
村
が
必
要
と
す
る
も
の
。

　
① 

公
共
事
業

　
② 

地
域
の
国
際
化
の
推
進
に
係
る
事
業

　
③ 

博
覧
会
等
・
文
化
行
事
の
運
営
に
係

る
事
業

　
④ 

高
齢
化
、少
子
化
施
策
に
係
る
事
業

　
⑤ 

地
域
の
情
報
化
に
係
る
事
業

　
⑥ 

芸
術
・
文
化
の
振
興
に
係
る
事
業

　
⑦ 

大
規
模
な
風
水
害
、地
震
、火
災
、干

害
、冷
害
等
の
災
害
対
策
及
び
こ
れ
ら

の
予
防
に
係
る
事
業

　
⑧ 

地
域
経
済
の
活
性
化
に
係
る
事
業

　
⑨ 

地
域
に
お
け
る
社
会
貢
献
活
動
に
係

る
事
業

　
⑩ 

リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
等
地
域
に
お
け

る
環
境
保
全
及
び
創
造
に
係
る
事
業

　
⑪ 

地
域
の
共
通
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の

調
査
及
び
人
材
の
育
成
に
係
る
事
業

　

平
成
13
年
度
の
販
売
開
始
か
ら
毎
年
完

売
を
し
て
い
た
オ
ー
タ
ム
ジ
ャ
ン
ボ
宝
く

じ
で
す
が
、景
気
の
動
向
も
あ
り
、厳
し
い

状
況
の
な
か
平
成
22
年
度
に
初
め
て
売
れ

残
り
が
発
生
し
、23
年
度
も
売
れ
残
る
状
況

で
し
た
。

　

し
か
し
、平
成
24
年
度
で
は
、当
せ
ん
金

の
最
高
倍
率
を
引
き
上
げ
る
等
内
容
と
し

た
法
律
改
正
が
行
わ
れ
、オ
ー
タ
ム
ジ
ャ

ン
ボ
宝
く
じ
は
3
年
ぶ
り
に
発
売
額
の

３
９
０
億
円
を
完
売
い
た
し
ま
し
た
。

　
そ
の
結
果
、平
成
24
年
度
の
市
町
村
へ
の

交
付
額
は
、
2
0
4,
6
3
1,
0
0
0
円

で
、前
年
度
に
比
べ
12
・
5
％
増
と
な
っ
て
お

り
ま
す
。

　
平
成
25
年
度
に
つ
い
て
は
、下
記
の
と
お

り
前
年
度
と
同
額
の
3
9
0
億
円
の
発
売

を
予
定
し
て
お
り
、当
協
会
で
は
、引
き
続

き
、市
町
村
の
貴
重
な
自
主
財
源
で
あ
る
宝

く
じ
の
発
売
確
保
に
向
け
一
層
努
力
し
て

参
り
ま
す
の
で
、ご
支
援
、ご
協
力
を
お
願

い
い
た
し
ま
す
。

市
町
村
振
興
宝
く
じ

　
　
交
付
事
業
に
つ
い
て

　
平
成
13
年
度
か
ら
発
売
さ
れ
た
新
市
町
村
振
興
宝
く
じ︵
オ
ー
タ
ム
ジ
ャ
ン
ボ
宝
く
じ
︶

の
山
梨
県
交
付
金
を
、市
町
村
が
行
う
地
方
財
政
法
第
32
条
に
定
め
る
事
業
の
財
源
と
し

て
活
用
す
る
た
め
に
、交
付
金
の
全
額
と
交
付
ま
で
に
生
じ
た
預
金
利
息︵
前
年
度
分
︶の

合
計
額
を
市
町
村
へ
交
付
し
て
お
り
ま
す
。

 
事
業
内
容

委  員  長 笛　吹　市  経営企画課副主幹 田中　親吾
 
副委員長 昭　和　町  総務課係長 伊藤　直樹

委　　員 富士吉田市  企画財政課副主査 和光　　茂
 都　留　市  政策形成課主事 秋山英一郎
 甲　斐　市  秘書政策課主幹 石合　雅史
 北　杜　市  政策秘書課主任 深澤　朋彦
 身　延　町  政策室副主幹 村野　浩人
 富 士 川 町  企画課主査 土橋　　学
 道　志　村  総務課主幹 佐藤　英樹
 西　桂　町  総務課主幹 佐藤　誠一
 山　梨　県  市町村課主事 舩木　達巳
 山梨県市長会 総務課主事 金丸　太一
 山梨県町村会 総務課主査 原　　和昭

役職名　　　　　     団体名　　　　　　　　 職名　　　　　　　　     氏名　

市町村職員情報誌「やまなし自治の風」編集委員会委員名簿

　今号からより見やすく・読みやすい情報誌とするべく、文字のポイント数・行間を調整、書
体も視認性の高いユニバーサルデザインフォントを採用し、誌面全体を刷新するとともに、
適切に管理された森林からの木材を使用した「FSC認証用紙」を使用しております。
　また、今号では、今後、益々重要となる市町村の人材育成を特集するとともに、半世紀
ぶりの大改革となる公営企業会計制度の内容と対応について、県市町村課に執筆いただ
いております。
　これからもタイムリーな情報や市町村職員の様々な取り組みの紹介等内容の充実を
図って参りますので、皆様からのご意見ご要望等ございましたらお寄せいただけますようお
願いいたします。
　結びに、大変お忙しい中、執筆していただいた皆様には、深く感謝を申し上げます。

編集後記

 Miyuki  Osada
長田 美由紀さん

　甲府市では、連休明けの 5月7日から、新庁舎で業務を開始いたします。
　新庁舎は、耐震性の確保や防災拠点としての機能を有するとともに、ユニバーサ
ルデザインの実現により、利用者の皆様の利便性の向上を図っています。
　さらに、総合窓口を開設することにより、市民の皆様の満足度の向上と簡素で効
率的な行政運営に取り組みます。
　この総合窓口は、職員がシステムで申請書を作成して、申請書や証明書の送受信
を各担当と行い、一度の手続で必要とする申請を終了できるようなサービスを目指す
ものです。
　今後も新庁舎が市民の皆様から慕われ、愛さ
れるためには、機能の充実とともに、　私たち
職員が心を込めて「おもてなしの気持ち」で接
客サービスをすることが一番と考えています。
　来庁される方が、満足して笑顔となりますよ
うに、職員一同で取り組んでいます。

総合窓口を開設します。

のとき
ひと

 （ 甲府市市民生活部 市民生活総室 
    市民課 住民記録係 主任）
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